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議案第 １号

柏市職員定数条例の一部を改正する条例の制定について

柏市職員定数条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。

  令和 ５年１１月２４日提出

柏市長   太 田 和 美

提案理由  

職員の定数を改めたいので提案する。
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柏市条例第 号

柏市職員定数条例の一部を改正する条例

 柏市職員定数条例（昭和２９年柏市条例第４号）の一部を次のよ

うに改正する。  

 第２条の表市長の事務部局の職員の項中「１，８８７」を「１，

９８８」に改め，同表上下水道企業の事務部局の職員の項中「１１

４」を「１１７」に改め，同表教育委員会の事務部局及び教育機関

の職員の項中「２８２」を「２９０」に改め，同表消防職員の項中

「４５６」を「４７１」に改め，同表合計の項中「２，７８３」を

「２，９１０」に改める。  

附  則  

この条例は，令和６年４月１日から施行する。
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議案第１号資料

柏市職員定数条例の一部を改正する条例について

柏市職員定数条例（昭和２９年柏市条例第４号）新旧対照表 

改正前 改正後 

(定数) (定数) 

第2条 職員の定数は，次の表に掲げるとおりと
する。 

第2条 職員の定数は，次の表に掲げるとおりと
する。 

区分 定数 

市長の事務部局の職員 1,887人 

上下水道企業の事務部局の職員 114 

議会の事務部局の職員から農業委員会の事務部局の職員

まで 略 

教育委員会の事務部局及び教育

機関の職員 

282 

消防職員 456 

合計 2,783 

区分 定数 

市長の事務部局の職員 1,988人 

上下水道企業の事務部局の職員 117 

議会の事務部局の職員から農業委員会の事務部局の職員

まで 略 

教育委員会の事務部局及び教育

機関の職員 

290 

消防職員 471 

合計 2,910 
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議案第 ２号

柏市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定につ

いて  

 柏市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定す

る。  

  令和 ５年１１月２４日提出

柏市長   太 田 和 美

提案理由

 国民健康保険法施行令の改正に伴い出産被保険者の基礎賦課額等

の所得割額及び均等割額の減額について定めること等を行いたいの

で提案する。  
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柏市条例第 号

柏市国民健康保険条例の一部を改正する条例

 柏市国民健康保険条例（昭和６３年柏市条例第８号）の一部を次

のように改正する。  

目次中「第２９条の２」を「第２９条の３」に改める。

 第１０条の３各号列記以外の部分中「及び第２３条の３」を「，

第２３条の３及び第２３条の４」に改め，同条第２号エ中「及び法

第７２条の３の２第１項」を「，法第７２条の３の２第１項及び法

第７２条の３の３第１項」に，「及び国民健康保険保険給付費等交

付金」を「並びに国民健康保険保険給付費等交付金」に改める。  

第 １ ２ 条 第 １ 項 中 「 附 則 第 ３ ５ 条 の ２ の ６ 第 １ １ 項 又 は 第 １ ５

項」を「附則第３５条の２の６第８項又は第１１項」に，「附則第

３５条の２の６第１５項」を「附則第３５条の２の６第１１項」に

改める。  

 第１９条の２各号列記以外の部分中「及び第２３条の３」を「，

第２３条の３及び第２３条の４」に改め，同条第２号イ中「及び法

第７２条の３の２第１項」を「，法第７２条の３の２第１項及び法

第７２条の３の３第１項」に改める。  

 第１９条の２の９各号列記以外の部分中「第２３条」の次に「及

び第２３条の４」を加え，同条第２号イ中「第７２条の３第１項」

の次に「及び法第７２条の３の３第１項」を加える。  

 第２２条第１項中「次条第１項各号」を「次条第１項各号（同条

第２項又は第３項の規定により読み替えて準用する場合を含む。次

項において同じ。）」に，「若しくは同条第２項若しくは第３項の

規定により読み替えて準用する同条第１項各号に定める額」を「，

第２３条の３第１項（同条第２項の規定により読み替えて準用する

場合を含む。次項において同じ。）に定める第１４条若しくは第１

７条の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率にそれぞれ１０分の

５を乗じて得た額，第２３条の３第４項第１号（同条第６項の規定

により読み替えて準用する場合を含む。次項において同じ。）に定
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める額，第２３条の４第１項各号（同条第３項又は第４項の規定に

より読み替えて準用する場合を含む。次項において同じ。）に定め

る額若しくは同条第５項各号（同条第７項又は第８項の規定により

読 み 替 え て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 次 項 に お い て 同 じ 。 ） に 定 め る

額」に改め，同条第２項中「若しくは同条第２項若しくは第３項の

規定により読み替えて準用する同条第１項各号に定める額」を「，

第２３条の３第１項に定める第１４条若しくは第１７条の基礎賦課

額の被保険者均等割の保険料率にそれぞれ１０分の５を乗じて得た

額，第２３条の３第４項第１号に定める額，第２３条の４第１項各

号に定める額若しくは同条第５項各号に定める額」に改める。  

 第２３条第１項第１号中「附則第３５条の２の６第１１項又は第

１５項」を「附則第３５条の２の６第８項又は第１１項」に，「附

則 第 ３ ５ 条 の ２ の ６ 第 １ ５ 項 」 を 「 附 則 第 ３ ５ 条 の ２ の ６ 第 １ １

項」に改める。  

第２３条の３中「保険料額」を「保険料率」に改める。

第２３条の３の次に次の１条を加える。  

（出産被保険者の保険料の減額）  

第２３条の４  当該年度において，世帯に出産被保険者（令第２９

条 の ７ 第 ５ 項 第 ８ 号 に 規 定 す る 出 産 被 保 険 者 を い う 。 以 下 同

じ。）がある場合における当該世帯の納付義務者に対して課する

保険料の賦課額のうち基礎賦課額は，第１１条又は第１５条の基

礎賦課額から，次の各号の合算額を減額して得た額（当該減額し

て得た額が第１９条に規定する額を超える場合には，同条に規定

する額）とする（第５項に掲げる場合を除く。）。  

(1) 当該出産被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等に当該年

度 分 の 基 礎 賦 課 額 の 所 得 割 の 保 険 料 率 を 乗 じ て 得 た 額 に １ ２

分 の １ を 乗 じ て 得 た 額 に ， 当 該 出 産 被 保 険 者 の 出 産 の 予 定 日

（ 国 民 健 康 保 険 法 施 行 規 則 第 ３ ２ 条 の １ ０ の ２ で 定 め る 場 合

に は ， 出 産 の 日 。 第 ２ ９ 条 の ３ 第 １ 項 及 び 第 ２ 項 に お い て 同

じ 。 ） の 属 す る 月 （ 以 下 こ の 号 に お い て 「 出 産 予 定 月 」 と い

う 。 ） の 前 月 （ 多 胎 妊 娠 の 場 合 に は ， ３ 月 前 ） か ら 出 産 予 定

月 の 翌 々 月 ま で の 期 間 （ 以 下 「 産 前 産 後 期 間 」 と い う 。 ） の

うち当該年度に属する月数を乗じて得た額  
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(2) 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１２

分 の １ を 乗 じ て 得 た 額 に ， 当 該 出 産 被 保 険 者 の 産 前 産 後 期 間

のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額  

２ 第１４条第２項の規定は，前項各号に定めるところにより算定

した額の決定について準用する。この場合において，第１４条第

２項の規定中「保険料率」とあるのは，「額」と読み替えるもの

とする。  

３  前２項の規定は，後期高齢者支援金等賦課額の減額について準

用する。この場合において，第１項中「基礎賦課額」とあるのは

「後期高齢者支援金等賦課額」と，「第１１条又は第１５条」と

あるのは「第１９条の２の２又は第１９条の２の５」と，「第１

９条」とあるのは「第１９条の２の８」と，前項中「第１４条第

２項」とあるのは「第１９条の２の４第２項」と読み替えるもの

とする。  

４  第１項及び第２項の規定は，介護納付金賦課額の減額について

準用する。この場合において，第１項中「規定する出産被保険者

をいう。以下同じ。」とあるのは「規定する出産被保険者（介護

納付金賦課被保険者である者に限る。）をいう。以下この項にお

い て 同 じ 。 」 と ， 「 基 礎 賦 課 額 」 と あ る の は 「 介 護 納 付 金 賦 課

額」と，「第１１条又は第１５条」とあるのは「第１９条の３」

と，「第１９条」とあるのは「第１９条の６」と，第２項中「第

１４条第２項」とあるのは「第１９条の５第２項」と読み替える

ものとする。  

５  当該年度において，第２３条に規定する基準に従い保険料を減

額するものとした納付義務者の世帯に出産被保険者がある場合に

おける当該世帯の納付義務者に対して課する保険料の賦課額のう

ち基礎賦課額は，当該減額後の第１１条又は第１５条の基礎賦課

額から，次の各号の合算額を減額して得た額（当該減額して得た

額 が 第 １ ９ 条 に 規 定 す る 額 を 超 え る 場 合 に は ， 同 条 に 規 定 す る

額）とする。  

(1) 当該出産被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等に当該年

度 分 の 基 礎 賦 課 額 の 所 得 割 の 保 険 料 率 を 乗 じ て 得 た 額 に １ ２

分 の １ を 乗 じ て 得 た 額 に ， 当 該 出 産 被 保 険 者 の 産 前 産 後 期 間
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のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額

(2) 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率から，

当 該 保 険 料 率 に 第 ２ ３ 条 第 １ 項 各 号 に 規 定 す る 場 合 に 応 じ て

そ れ ぞ れ 同 項 各 号 ア に 掲 げ る 割 合 を 乗 じ て 得 た 額 を 控 除 し て

得 た 額 に １ ２ 分 の １ を 乗 じ て 得 た 額 に ， 当 該 出 産 被 保 険 者 の

産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額  

６  第１４条第２項の規定は，前項各号に定めるところにより算定

した額の決定について準用する。この場合において，第１４条第

２項の規定中「保険料率」とあるのは，「額」と読み替えるもの

とする。  

７  前２項の規定は，後期高齢者支援金等賦課額の減額について準

用する。この場合において，第５項中「基礎賦課額」とあるのは

「後期高齢者支援金等賦課額」と，「第１１条又は第１５条」と

あるのは「第１９条の２の２又は第１９条の２の５」と，「第１

９条」とあるのは「第１９条の２の８」と，前項中「第１４条第

２項」とあるのは「第１９条の２の４第２項」と読み替えるもの

とする。  

８  第５項及び第６項の規定は，介護納付金賦課額の減額について

準用する。この場合において，第５項中「出産被保険者がある場

合」とあるのは「出産被保険者（介護納付金賦課被保険者である

者に限る。以下この項において同じ。）がある場合」と，「基礎

賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」と，「第１１条又は第

１５条」とあるのは「第１９条の３」と，「第１９条」とあるの

は「第１９条の６」と，第６項中「第１４条第２項」とあるのは

「第１９条の５第２項」と読み替えるものとする。  

第２９条の２第２項中「の提示」を「又は同令第１９条第３項に

規定する雇用保険受給資格通知の提示」に改め，第６章中同条の次

に次の１条を加える。  

 （出産被保険者に関する届出）  

第２９条の３  出産被保険者の属する世帯の世帯主は，次に掲げる

事項を記載した届書を市長に提出しなければならない。

(1) 世帯主の氏名，住所，生年月日及び個人番号

(2) 出産被保険者の氏名，住所，生年月日及び個人番号
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(3) 出産の予定日

(4) 単胎妊娠又は多胎妊娠の別

２ 前項の届書には，次に掲げる書類を添えなければならない。

(1) 出産の予定日を明らかにすることができる書類

(2) 多胎妊娠の場合にあっては，その旨を明らかにすることがで

きる書類

(3) 出産後に前項の規定による届出を行う場合にあっては，出産

し た 被 保 険 者 と 当 該 出 産 に 係 る 子 と の 身 分 関 係 を 明 ら か に す

ることができる書類  

３ 第１項の規定による届出は，出産被保険者の出産の予定日の６

月前から行うことができる。

４  第１項の規定にかかわらず，市長が，出産被保険者について同

項各号に掲げる事項及び第２項各号に掲げる書類において明らか

にすべき事項を確認することができるときは，第１項の規定によ

る届出を省略させることができる。  

附  則  

（施行期日）

１  この条例は，令和６年１月１日から施行する。

（経過措置）  

２  改正後の第２３条の４の規定は，令和５年度分の保険料のうち

令和６年１月以後の期間に係るもの及び令和６年度以後の年度分

の保険料について適用し，令和５年度分の保険料のうち令和５年

１２月以前の期間に係るもの及び令和４年度以前の年度分の保険

料については，なお従前の例による。  
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議案第２号資料

柏市国民健康保険条例の一部を改正する条例について

柏市国民健康保険条例（昭和６３年柏市条例第８号）新旧対照表 

改正前 改正後 

目次 目次 

第1章から第5章まで 略 第1章から第5章まで 略 

第6章 保険料(第10条―第29条の2) 第6章 保険料(第10条―第29条の3) 

第7章及び第8章 略 第7章及び第8章 略 

附則 附則 

(一般被保険者に係る基礎賦課総額) (一般被保険者に係る基礎賦課総額) 

第10条の3 保険料の賦課額のうち一般被保険
者(法附則第7条第1項に規定する退職被保険者
等(以下「退職被保険者等」という。)以外の被
保険者をいう。以下同じ。)に係る基礎賦課額
(第23条及び第23条の3の規定により基礎賦課
額を減額するものとした場合にあっては，その
減額することとなる額を含む。)の総額(以下
「基礎賦課総額」という。)は，第1号に掲げる
額の見込額から第2号に掲げる額の見込額を控
除した額を基準として算定した額とする。 

第10条の3 保険料の賦課額のうち一般被保険
者(法附則第7条第1項に規定する退職被保険者
等(以下「退職被保険者等」という。)以外の被
保険者をいう。以下同じ。)に係る基礎賦課額
(第23条，第23条の3及び第23条の4の規定によ
り基礎賦課額を減額するものとした場合にあ
っては，その減額することとなる額を含む。)

の総額(以下「基礎賦課総額」という。)は，第
1号に掲げる額の見込額から第2号に掲げる額
の見込額を控除した額を基準として算定した
額とする。 

(1) 略 (1) 略

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 (2) 当該年度における次に掲げる額の合算額

アからウまで 略 アからウまで 略

エ その他国民健康保険事業に要する費用
(国民健康保険の事務の執行に要する費用
を除く。)のための収入(法附則第9条第1項
の規定により読み替えられた法第72条の
3第1項及び法第72条の3の2第1項の規定
による繰入金及び国民健康保険保険給付
費等交付金(退職被保険者等の療養の給付
等に要する費用に係るものに限る。)を除
く。)の額

エ その他国民健康保険事業に要する費用
(国民健康保険の事務の執行に要する費用
を除く。)のための収入(法附則第9条第1項
の規定により読み替えられた法第72条の
3第1項，法第72条の3の2第1項及び法第72

条の3の3第1項の規定による繰入金並び
に国民健康保険保険給付費等交付金(退職
被保険者等の療養の給付等に要する費用
に係るものに限る。)を除く。)の額

(一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割額の
算定) 

(一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割額の
算定) 

第12条 前条の所得割額は，一般被保険者に係る
賦課期日(法第76条の2に規定する賦課期日を
いう。以下同じ。)の属する年の前年の所得に
係る地方税法(昭和25年法律第226号)第314条
の2第1項に規定する総所得金額及び山林所得
金額並びに他の所得と区分して計算される所
得の金額(同法附則第33条の2第5項に規定する
上場株式等に係る配当所得等の金額(同法附則
第35条の2の6第11項又は第15項の規定の適用
がある場合には，その適用後の金額)，同法附
則第33条の3第5項に規定する土地等に係る事
業所得等の金額，同法附則第34条第4項に規定
する長期譲渡所得の金額(租税特別措置法(昭
和32年法律第26号)第33条の4第1項若しくは
第2項，第34条第1項，第34条の2第1項，第34

条の3第1項，第35条第1項，第35条の2第1項，
第35条の3第1項又は第36条の規定の適用があ

第12条 前条の所得割額は，一般被保険者に係る
賦課期日(法第76条の2に規定する賦課期日を
いう。以下同じ。)の属する年の前年の所得に
係る地方税法(昭和25年法律第226号)第314条
の2第1項に規定する総所得金額及び山林所得
金額並びに他の所得と区分して計算される所
得の金額(同法附則第33条の2第5項に規定する
上場株式等に係る配当所得等の金額(同法附則
第35条の2の6第8項又は第11項の規定の適用
がある場合には，その適用後の金額)，同法附
則第33条の3第5項に規定する土地等に係る事
業所得等の金額，同法附則第34条第4項に規定
する長期譲渡所得の金額(租税特別措置法(昭
和32年法律第26号)第33条の4第1項若しくは
第2項，第34条第1項，第34条の2第1項，第34

条の3第1項，第35条第1項，第35条の2第1項，
第35条の3第1項又は第36条の規定の適用があ
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る場合には，これらの規定の適用により同法第
31条第1項に規定する長期譲渡所得の金額か
ら控除する金額を控除した金額)，地方税法附
則第35条第5項に規定する短期譲渡所得の金
額(租税特別措置法第33条の4第1項若しくは第
2項，第34条第1項，第34条の2第1項，第34条
の3第1項，第35条第1項又は第36条の規定の適
用がある場合には，これらの規定の適用により
同法第32条第1項に規定する短期譲渡所得の
金額から控除する金額を控除した金額)，地方
税法附則第35条の2第5項に規定する一般株式
等に係る譲渡所得等の金額(同法附則第35条の
3第15項の規定の適用がある場合には，その適
用後の金額)，同法附則第35条の2の2第5項に規
定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額(同
法附則第35条の2の6第15項又は第35条の3第
13項若しくは第15項の規定の適用がある場合
には，その適用後の金額)，同法附則第35条の4

第4項に規定する先物取引に係る雑所得等の金
額(同法附則第35条の4の2第7項の規定の適用
がある場合には，その適用後の金額)，外国居
住者等の所得に対する相互主義による所得税
等の非課税等に関する法律(昭和37年法律第
144号)第8条第2項(同法第12条第5項及び第16

条第2項において準用する場合を含む。第23条
第1項第1号において同じ。)に規定する特例適
用利子等の額，同法第8条第4項(同法第12条第6

項及び第16条第3項において準用する場合を
含む。同号において同じ。)に規定する特例適
用配当等の額，租税条約等の実施に伴う所得税
法，法人税法及び地方税法の特例等に関する法
律(昭和44年法律第46号。第23条において「租
税条約等実施特例法」という。)第3条の2の2

第10項に規定する条約適用利子等の額及び同
条第12項に規定する条約適用配当等の額をい
う。以下この条において同じ。)の合計額から
地方税法第314条の2第2項の規定による控除
をした後の総所得金額及び山林所得金額並び
に他の所得と区分して計算される所得の金額
の合計額(以下「基礎控除後の総所得金額等」
という。)に第14条第1項第1号に規定する所得
割の保険料率を乗じて算定する。 

る場合には，これらの規定の適用により同法第
31条第1項に規定する長期譲渡所得の金額か
ら控除する金額を控除した金額)，地方税法附
則第35条第5項に規定する短期譲渡所得の金
額(租税特別措置法第33条の4第1項若しくは第
2項，第34条第1項，第34条の2第1項，第34条
の3第1項，第35条第1項又は第36条の規定の適
用がある場合には，これらの規定の適用により
同法第32条第1項に規定する短期譲渡所得の
金額から控除する金額を控除した金額)，地方
税法附則第35条の2第5項に規定する一般株式
等に係る譲渡所得等の金額(同法附則第35条の
3第15項の規定の適用がある場合には，その適
用後の金額)，同法附則第35条の2の2第5項に規
定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額(同
法附則第35条の2の6第11項又は第35条の3第
13項若しくは第15項の規定の適用がある場合
には，その適用後の金額)，同法附則第35条の4

第4項に規定する先物取引に係る雑所得等の金
額(同法附則第35条の4の2第7項の規定の適用
がある場合には，その適用後の金額)，外国居
住者等の所得に対する相互主義による所得税
等の非課税等に関する法律(昭和37年法律第
144号)第8条第2項(同法第12条第5項及び第16

条第2項において準用する場合を含む。第23条
第1項第1号において同じ。)に規定する特例適
用利子等の額，同法第8条第4項(同法第12条第6

項及び第16条第3項において準用する場合を
含む。同号において同じ。)に規定する特例適
用配当等の額，租税条約等の実施に伴う所得税
法，法人税法及び地方税法の特例等に関する法
律(昭和44年法律第46号。第23条において「租
税条約等実施特例法」という。)第3条の2の2

第10項に規定する条約適用利子等の額及び同
条第12項に規定する条約適用配当等の額をい
う。以下この条において同じ。)の合計額から
地方税法第314条の2第2項の規定による控除
をした後の総所得金額及び山林所得金額並び
に他の所得と区分して計算される所得の金額
の合計額(以下「基礎控除後の総所得金額等」
という。)に第14条第1項第1号に規定する所得
割の保険料率を乗じて算定する。 

2 略 2 略 

(一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課
総額) 

(一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課
総額) 

第19条の2 保険料の賦課額のうち一般被保険
者に係る後期高齢者支援金等賦課額(第23条及
び第23条の3の規定により後期高齢者支援金
等賦課額を減額するものとした場合にあって
は，その減額することとなる額を含む。)の総
額(以下「後期高齢者支援金等賦課総額」とい
う。)は，第1号に掲げる額の見込額から第2号
に掲げる額の見込額を控除した額を基準とし
て算定した額とする。 

第19条の2 保険料の賦課額のうち一般被保険
者に係る後期高齢者支援金等賦課額(第23条，
第23条の3及び第23条の4の規定により後期高
齢者支援金等賦課額を減額するものとした場
合にあっては，その減額することとなる額を含
む。)の総額(以下「後期高齢者支援金等賦課総
額」という。)は，第1号に掲げる額の見込額か
ら第2号に掲げる額の見込額を控除した額を基
準として算定した額とする。 

(1) 略 (1) 略

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 (2) 当該年度における次に掲げる額の合算額

ア 略 ア 略
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イ その他国民健康保険事業に要する費用
(国民健康保険事業費納付金の納付に要す
る費用に限る。)のための収入(法附則第9

条第1項の規定により読み替えられた法第
72条の3第1項及び法第72条の3の2第1項
の規定による繰入金を除く。)の額

イ その他国民健康保険事業に要する費用
(国民健康保険事業費納付金の納付に要す
る費用に限る。)のための収入(法附則第9

条第1項の規定により読み替えられた法第
72条の3第1項，法第72条の3の2第1項及び
法第72条の3の3第1項の規定による繰入
金を除く。)の額 

(介護納付金賦課総額) (介護納付金賦課総額) 

第19条の2の9 保険料の賦課額のうち介護納付
金賦課額(第23条の規定により介護納付金賦課
額を減額するものとした場合にあっては，その
減額することとなる額を含む。)の総額(以下
「介護納付金賦課総額」という。)は，第1号に
掲げる額の見込額から第2号に掲げる額の見込
額を控除した額を基準として算定した額とす
る。 

第19条の2の9 保険料の賦課額のうち介護納付
金賦課額(第23条及び第23条の4の規定により
介護納付金賦課額を減額するものとした場合
にあっては，その減額することとなる額を含
む。)の総額(以下「介護納付金賦課総額」とい
う。)は，第1号に掲げる額の見込額から第2号
に掲げる額の見込額を控除した額を基準とし
て算定した額とする。 

(1) 略 (1) 略

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 (2) 当該年度における次に掲げる額の合算額

ア 略 ア 略

イ その他国民健康保険事業に要する費用
(国民健康保険事業費納付金の納付に要す
る費用に限る。)のための収入(法附則第9

条第1項の規定により読み替えられた法第
72条の3第1項の規定による繰入金を除
く。)の額

イ その他国民健康保険事業に要する費用
(国民健康保険事業費納付金の納付に要す
る費用に限る。)のための収入(法附則第9

条第1項の規定により読み替えられた法第
72条の3第1項及び法第72条の3の3第1項
の規定による繰入金を除く。)の額

(賦課期日後において納付義務の発生，消滅又
は被保険者数の異動等があった場合) 

(賦課期日後において納付義務の発生，消滅又
は被保険者数の異動等があった場合) 

第22条 保険料の賦課期日後に納付義務が発生
し，1世帯に属する被保険者数が増加し，若し
くは減少し，又は1世帯に属する被保険者が介
護納付金賦課被保険者となり，若しくは介護納
付金賦課被保険者でなくなり，若しくは令第29

条の7の2第2項に規定する特例対象被保険者
等(以下「特例対象被保険者等」という。)とな
った場合における当該納付義務者に係る第11

条，第15条，第19条の2の2若しくは第19条の2

の5の額(被保険者数が増加し，若しくは減少し
た場合(特定同一世帯所属者に該当することに
より被保険者数が減少した場合を除く。)又は
被保険者が特例対象被保険者等となった場合
における当該納付義務者に係る世帯別平等割
額を除く。)，第19条の3の額又は次条第1項各
号に定める額若しくは同条第2項若しくは第3

項の規定により読み替えて準用する同条第1項
各号に定める額の算定は，それぞれ，その納付
義務が発生し，若しくは被保険者数が増加し，
若しくは減少した日(法第6条第1号から第8号
までの規定のいずれかに該当したことにより
被保険者数が減少した場合においては，その減
少した日が月の初日であるときに限り，その前
日とする。)又は1世帯に属する被保険者が介護
納付金賦課被保険者となり，若しくは介護納付
金賦課被保険者でなくなった日若しくは特例
対象被保険者等となった日の属する月から，月
割をもって行う。 

第22条 保険料の賦課期日後に納付義務が発生
し，1世帯に属する被保険者数が増加し，若し
くは減少し，又は1世帯に属する被保険者が介
護納付金賦課被保険者となり，若しくは介護納
付金賦課被保険者でなくなり，若しくは令第29

条の7の2第2項に規定する特例対象被保険者
等(以下「特例対象被保険者等」という。)とな
った場合における当該納付義務者に係る第11

条，第15条，第19条の2の2若しくは第19条の2

の5の額(被保険者数が増加し，若しくは減少し
た場合(特定同一世帯所属者に該当することに
より被保険者数が減少した場合を除く。)又は
被保険者が特例対象被保険者等となった場合
における当該納付義務者に係る世帯別平等割
額を除く。)，第19条の3の額又は次条第1項各
号(同条第2項又は第3項の規定により読み替え
て準用する場合を含む。次項において同じ。)

に定める額，第23条の3第1項(同条第2項の規定
により読み替えて準用する場合を含む。次項に
おいて同じ。)に定める第14条若しくは第17条
の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に
それぞれ10分の5を乗じて得た額，第23条の3

第4項第1号(同条第6項の規定により読み替え
て準用する場合を含む。次項において同じ。)

に定める額，第23条の4第1項各号(同条第3項又
は第4項の規定により読み替えて準用する場合
を含む。次項において同じ。)に定める額若し
くは同条第5項各号(同条第7項又は第8項の規
定により読み替えて準用する場合を含む。次項
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において同じ。)に定める額の算定は，それぞ
れ，その納付義務が発生し，若しくは被保険者
数が増加し，若しくは減少した日(法第6条第1

号から第8号までの規定のいずれかに該当した
ことにより被保険者数が減少した場合におい
ては，その減少した日が月の初日であるときに
限り，その前日とする。)又は1世帯に属する被
保険者が介護納付金賦課被保険者となり，若し
くは介護納付金賦課被保険者でなくなった日
若しくは特例対象被保険者等となった日の属
する月から，月割をもって行う。 

2 保険料の賦課期日後に納付義務が消滅した場
合における当該納付義務者に係る第11条，第
15条，第19条の2の2，第19条の2の5若しくは
第19条の3の額又は次条第1項各号に定める額
若しくは同条第2項若しくは第3項の規定によ
り読み替えて準用する同条第1項各号に定める
額の算定は，その納付義務が消滅した日(法第6

条第1号から第8号までの規定のいずれかに該
当したことにより納付義務が消滅した場合に
おいては，その消滅した日が月の初日であると
きに限り，その前日とする。)の属する月の前
月まで，月割をもって行う。 

2 保険料の賦課期日後に納付義務が消滅した場
合における当該納付義務者に係る第11条，第
15条，第19条の2の2，第19条の2の5若しくは
第19条の3の額又は次条第1項各号に定める
額，第23条の3第1項に定める第14条若しくは
第17条の基礎賦課額の被保険者均等割の保険
料率にそれぞれ10分の5を乗じて得た額，第23

条の3第4項第1号に定める額，第23条の4第1項
各号に定める額若しくは同条第5項各号に定め
る額の算定は，その納付義務が消滅した日(法
第6条第1号から第8号までの規定のいずれか
に該当したことにより納付義務が消滅した場
合においては，その消滅した日が月の初日であ
るときに限り，その前日とする。)の属する月
の前月まで，月割をもって行う。 

(低所得者の保険料の減額) (低所得者の保険料の減額) 

第23条 次の各号に該当する納付義務者に対し
て課する保険料の賦課額のうち基礎賦課額は，
第11条又は第15条の基礎賦課額から，それぞ
れ，当該各号に定める額を減額して得た額(当
該減額して得た額が第19条に規定する額を超
える場合には，同条に規定する額)とする。 

第23条 次の各号に該当する納付義務者に対し
て課する保険料の賦課額のうち基礎賦課額は，
第11条又は第15条の基礎賦課額から，それぞ
れ，当該各号に定める額を減額して得た額(当
該減額して得た額が第19条に規定する額を超
える場合には，同条に規定する額)とする。 

(1) 世帯主，当該年度の保険料賦課期日(賦課
期日後に保険料の納付義務が発生した場合
には，その発生した日とする。)現在におい
てその世帯に属する被保険者及び特定同一
世帯所属者につき算定した地方税法第314

条の2第1項に規定する総所得金額(青色専従
者給与額又は事業専従者控除額については，
同法第313条第3項，第4項又は第5項の規定
を適用せず，所得税法(昭和40年法律第33号)

第57条第1項，第3項又は第4項の規定の例に
よらないものとし，山林所得金額並びに他の
所得と区分して計算される所得の金額(地方
税法附則第33条の2第5項に規定する上場株
式等に係る配当所得等の金額(同法附則第35

条の2の6第11項又は第15項の規定の適用が
ある場合には，その適用後の金額)，同法附
則第33条の3第5項に規定する土地等に係る
事業所得等の金額，同法附則第34条第4項に
規定する長期譲渡所得の金額，同法附則第35

条第5項に規定する短期譲渡所得の金額，同
法附則第35条の2第5項に規定する一般株式
等に係る譲渡所得等の金額(同法附則第35条
の3第15項の規定の適用がある場合には，そ
の適用後の金額)，同法附則第35条の2の2第5

(1) 世帯主，当該年度の保険料賦課期日(賦課
期日後に保険料の納付義務が発生した場合
には，その発生した日とする。)現在におい
てその世帯に属する被保険者及び特定同一
世帯所属者につき算定した地方税法第314

条の2第1項に規定する総所得金額(青色専従
者給与額又は事業専従者控除額については，
同法第313条第3項，第4項又は第5項の規定
を適用せず，所得税法(昭和40年法律第33号)

第57条第1項，第3項又は第4項の規定の例に
よらないものとし，山林所得金額並びに他の
所得と区分して計算される所得の金額(地方
税法附則第33条の2第5項に規定する上場株
式等に係る配当所得等の金額(同法附則第35

条の2の6第8項又は第11項の規定の適用が
ある場合には，その適用後の金額)，同法附
則第33条の3第5項に規定する土地等に係る
事業所得等の金額，同法附則第34条第4項に
規定する長期譲渡所得の金額，同法附則第35

条第5項に規定する短期譲渡所得の金額，同
法附則第35条の2第5項に規定する一般株式
等に係る譲渡所得等の金額(同法附則第35条
の3第15項の規定の適用がある場合には，そ
の適用後の金額)，同法附則第35条の2の2第5
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項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等
の金額(同法附則第35条の2の6第15項又は
第35条の3第13項若しくは第15項の規定の
適用がある場合には，その適用後の金額)，
同法附則第35条の4第4項に規定する先物取
引に係る雑所得等の金額(同法附則第35条の
4の2第7項の規定の適用がある場合には，そ
の適用後の金額)，外国居住者等の所得に対
する相互主義による所得税等の非課税等に
関する法律第8条第2項に規定する特例適用
利子等の額，同法第8条第4項に規定する特例
適用配当等の額，租税条約等実施特例法第3

条の2の2第10項に規定する条約適用利子等
の額及び同条第12項に規定する条約適用配
当等の額をいう。以下この項において同じ。)

の算定についても同様とする。以下同じ。)

及び山林所得金額並びに他の所得と区分し
て計算される所得の金額の合算額が，地方税
法第314条の2第2項第1号に定める金額(世
帯主並びに当該世帯主の世帯に属する被保
険者及び特定同一世帯所属者(次号及び第3

号において「世帯主等」という。)のうち給
与所得を有する者(前年中に同条第1項に規
定する総所得金額に係る所得税法第28条第
1項に規定する給与所得について同条第3項
に規定する給与所得控除額の控除を受けた
者(同条第1項に規定する給与等の収入金額
が55万円を超える者に限る。)をいう。以下
この号において同じ。)の数及び公的年金等
に係る所得を有する者(前年中に地方税法第
314条の2第1項に規定する総所得金額に係
る所得税法第35条第3項に規定する公的年
金等に係る所得について同条第4項に規定す
る公的年金等控除額の控除を受けた者(年齢
65歳未満の者にあっては当該公的年金等の
収入金額が60万円を超える者に限り，年齢
65歳以上の者にあっては当該公的年金等の
収入金額が110万円を超える者に限る。)をい
い，給与所得を有する者を除く。)の数の合
計数(次号及び第3号において「給与所得者等
の数」という。)が2以上の場合にあっては，
地方税法第314条の2第2項第1号に定める金
額に当該給与所得者等の数から1を減じた数
に10万円を乗じて得た金額を加えた金額)を
超えない世帯に係る保険料の納付義務者 
アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者
のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者
均等割額の算定の対象とされるものの数を
乗じて得た額とイに掲げる額とを合算した
額

項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等
の金額(同法附則第35条の2の6第11項又は
第35条の3第13項若しくは第15項の規定の
適用がある場合には，その適用後の金額)，
同法附則第35条の4第4項に規定する先物取
引に係る雑所得等の金額(同法附則第35条の
4の2第7項の規定の適用がある場合には，そ
の適用後の金額)，外国居住者等の所得に対
する相互主義による所得税等の非課税等に
関する法律第8条第2項に規定する特例適用
利子等の額，同法第8条第4項に規定する特例
適用配当等の額，租税条約等実施特例法第3

条の2の2第10項に規定する条約適用利子等
の額及び同条第12項に規定する条約適用配
当等の額をいう。以下この項において同じ。)

の算定についても同様とする。以下同じ。)

及び山林所得金額並びに他の所得と区分し
て計算される所得の金額の合算額が，地方税
法第314条の2第2項第1号に定める金額(世
帯主並びに当該世帯主の世帯に属する被保
険者及び特定同一世帯所属者(次号及び第3

号において「世帯主等」という。)のうち給
与所得を有する者(前年中に同条第1項に規
定する総所得金額に係る所得税法第28条第
1項に規定する給与所得について同条第3項
に規定する給与所得控除額の控除を受けた
者(同条第1項に規定する給与等の収入金額
が55万円を超える者に限る。)をいう。以下
この号において同じ。)の数及び公的年金等
に係る所得を有する者(前年中に地方税法第
314条の2第1項に規定する総所得金額に係
る所得税法第35条第3項に規定する公的年
金等に係る所得について同条第4項に規定す
る公的年金等控除額の控除を受けた者(年齢
65歳未満の者にあっては当該公的年金等の
収入金額が60万円を超える者に限り，年齢
65歳以上の者にあっては当該公的年金等の
収入金額が110万円を超える者に限る。)をい
い，給与所得を有する者を除く。)の数の合
計数(次号及び第3号において「給与所得者等
の数」という。)が2以上の場合にあっては，
地方税法第314条の2第2項第1号に定める金
額に当該給与所得者等の数から1を減じた数
に10万円を乗じて得た金額を加えた金額)を
超えない世帯に係る保険料の納付義務者 
アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者
のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者
均等割額の算定の対象とされるものの数を
乗じて得た額とイに掲げる額とを合算した
額

ア及びイ 略 ア及びイ 略

(2)及び(3) 略 (2)及び(3) 略

2及び3 略 2及び3 略 

(未就学児の被保険者均等割額の減額) (未就学児の被保険者均等割額の減額) 

第23条の3 当該年度において，その世帯に6歳
に達する日以後の最初の3月31日以前である
被保険者(以下「未就学児」という。)がある場

第23条の3 当該年度において，その世帯に6歳
に達する日以後の最初の3月31日以前である
被保険者(以下「未就学児」という。)がある場
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合における当該被保険者に係る当該年度分の
基礎賦課額の被保険者均等割額は，第14条又は
第17条の基礎賦課額の被保険者均等割の保険
料額から，当該保険料額に，それぞれ10分の5

を乗じて得た額(第14条第2項の規定により端
数の切り上げを行った後の額とする。)を控除
して得た額とする(第4項に掲げる場合を除
く。)。 

合における当該被保険者に係る当該年度分の
基礎賦課額の被保険者均等割額は，第14条又は
第17条の基礎賦課額の被保険者均等割の保険
料率から，当該保険料率に，それぞれ10分の5

を乗じて得た額(第14条第2項の規定により端
数の切り上げを行った後の額とする。)を控除
して得た額とする(第4項に掲げる場合を除
く。)。 

2及び3 略 2及び3 略 

4 当該年度において，第23条に規定する基準に
従い保険料を減額するものとした納付義務者
の世帯に未就学児がある場合における当該未
就学児に係る当該年度分の基礎賦課額の被保
険者均等割額は，第1号に掲げる額から第2号に
掲げる額を控除して得た額とする。 

4 当該年度において，第23条に規定する基準に
従い保険料を減額するものとした納付義務者
の世帯に未就学児がある場合における当該未
就学児に係る当該年度分の基礎賦課額の被保
険者均等割額は，第1号に掲げる額から第2号に
掲げる額を控除して得た額とする。 

(1) 第14条又は第17条の基礎賦課額の被保険
者均等割の保険料額から，当該保険料額に第
23条第1項各号に規定する場合に応じてそ
れぞれ同項各号アに掲げる割合を乗じて得
た額(第14条第2項の規定により端数の切り
上げを行った後の額とする。)を控除して得
た額

(1) 第14条又は第17条の基礎賦課額の被保険
者均等割の保険料率から，当該保険料率に第
23条第1項各号に規定する場合に応じてそ
れぞれ同項各号アに掲げる割合を乗じて得
た額(第14条第2項の規定により端数の切り
上げを行った後の額とする。)を控除して得
た額

(2) 略 (2) 略

5及び6 略 5及び6 略 

(出産被保険者の保険料の減額) 

第23条の4 当該年度において，世帯に出産被保
険者(令第29条の7第5項第8号に規定する出産
被保険者をいう。以下同じ。)がある場合にお
ける当該世帯の納付義務者に対して課する保
険料の賦課額のうち基礎賦課額は，第11条又は
第15条の基礎賦課額から，次の各号の合算額を
減額して得た額(当該減額して得た額が第19条
に規定する額を超える場合には，同条に規定す
る額)とする(第5項に掲げる場合を除く。)。 

(1) 当該出産被保険者に係る基礎控除後の総
所得金額等に当該年度分の基礎賦課額の所
得割の保険料率を乗じて得た額に12分の1

を乗じて得た額に，当該出産被保険者の出産
の予定日(国民健康保険法施行規則第32条の
10の2で定める場合には，出産の日。第29条
の3第1項及び第2項において同じ。)の属する
月(以下この号において「出産予定月」とい
う。)の前月(多胎妊娠の場合には，3月前)か
ら出産予定月の翌々月までの期間(以下「産
前産後期間」という。)のうち当該年度に属
する月数を乗じて得た額 

(2) 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等
割の保険料率に12分の1を乗じて得た額に，
当該出産被保険者の産前産後期間のうち当
該年度に属する月数を乗じて得た額 

2 第14条第2項の規定は，前項各号に定めると
ころにより算定した額の決定について準用す
る。この場合において，第14条第2項の規定中
「保険料率」とあるのは，「額」と読み替える
ものとする。 

3 前2項の規定は，後期高齢者支援金等賦課額の
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減額について準用する。この場合において，第
1項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者
支援金等賦課額」と，「第11条又は第15条」
とあるのは「第19条の2の2又は第19条の2の5」
と，「第19条」とあるのは「第19条の2の8」
と，前項中「第14条第2項」とあるのは「第19

条の2の4第2項」と読み替えるものとする。 

4 第1項及び第2項の規定は，介護納付金賦課額
の減額について準用する。この場合において，
第1項中「規定する出産被保険者をいう。以下
同じ。」とあるのは「規定する出産被保険者(介
護納付金賦課被保険者である者に限る。)をい
う。以下この項において同じ。」と，「基礎賦
課額」とあるのは「介護納付金賦課額」と，「第
11条又は第15条」とあるのは「第19条の3」と，
「第19条」とあるのは「第19条の6」と，第2

項中「第14条第2項」とあるのは「第19条の5

第2項」と読み替えるものとする。 

5 当該年度において，第23条に規定する基準に
従い保険料を減額するものとした納付義務者
の世帯に出産被保険者がある場合における当
該世帯の納付義務者に対して課する保険料の
賦課額のうち基礎賦課額は，当該減額後の第11

条又は第15条の基礎賦課額から，次の各号の合
算額を減額して得た額(当該減額して得た額が
第19条に規定する額を超える場合には，同条に
規定する額)とする。 

(1) 当該出産被保険者に係る基礎控除後の総
所得金額等に当該年度分の基礎賦課額の所
得割の保険料率を乗じて得た額に12分の1

を乗じて得た額に，当該出産被保険者の産前
産後期間のうち当該年度に属する月数を乗
じて得た額 

(2) 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等
割の保険料率から，当該保険料率に第23条第
1項各号に規定する場合に応じてそれぞれ同
項各号アに掲げる割合を乗じて得た額を控
除して得た額に12分の1を乗じて得た額に，
当該出産被保険者の産前産後期間のうち当
該年度に属する月数を乗じて得た額 

6 第14条第2項の規定は，前項各号に定めると
ころにより算定した額の決定について準用す
る。この場合において，第14条第2項の規定中
「保険料率」とあるのは，「額」と読み替える
ものとする。 

7 前2項の規定は，後期高齢者支援金等賦課額の
減額について準用する。この場合において，第
5項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者
支援金等賦課額」と，「第11条又は第15条」
とあるのは「第19条の2の2又は第19条の2の5」
と，「第19条」とあるのは「第19条の2の8」
と，前項中「第14条第2項」とあるのは「第19

条の2の4第2項」と読み替えるものとする。 

8 第5項及び第6項の規定は，介護納付金賦課額
の減額について準用する。この場合において，
第5項中「出産被保険者がある場合」とあるの
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は「出産被保険者(介護納付金賦課被保険者で
ある者に限る。以下この項において同じ。)が
ある場合」と，「基礎賦課額」とあるのは「介
護納付金賦課額」と，「第11条又は第15条」
とあるのは「第19条の3」と，「第19条」とあ
るのは「第19条の6」と，第6項中「第14条第2

項」とあるのは「第19条の5第2項」と読み替
えるものとする。 

(特例対象被保険者等に係る届出) (特例対象被保険者等に係る届出) 

第29条の2 略 第29条の2 略 

2 前項の規定による届出に当たり，特例対象被
保険者等の雇用保険法施行規則(昭和50年労働
省令第3号)第17条の2第1項第1号に規定する
雇用保険受給資格者証の提示を求められた場
合においては，これを提示しなければならな
い。 

2 前項の規定による届出に当たり，特例対象被
保険者等の雇用保険法施行規則(昭和50年労働
省令第3号)第17条の2第1項第1号に規定する
雇用保険受給資格者証又は同令第19条第3項
に規定する雇用保険受給資格通知の提示を求
められた場合においては，これを提示しなけれ
ばならない。 

 (出産被保険者に関する届出) 

第29条の3 出産被保険者の属する世帯の世帯
主は，次に掲げる事項を記載した届書を市長に
提出しなければならない。 

(1) 世帯主の氏名，住所，生年月日及び個人
番号 

(2) 出産被保険者の氏名，住所，生年月日及
び個人番号 

(3) 出産の予定日

(4) 単胎妊娠又は多胎妊娠の別

2 前項の届書には，次に掲げる書類を添えなけ
ればならない。 

(1) 出産の予定日を明らかにすることができ
る書類 

(2) 多胎妊娠の場合にあっては，その旨を明
らかにすることができる書類 

(3) 出産後に前項の規定による届出を行う場
合にあっては，出産した被保険者と当該出産
に係る子との身分関係を明らかにすること
ができる書類 

3 第1項の規定による届出は，出産被保険者の出
産の予定日の6月前から行うことができる。 

4 第1項の規定にかかわらず，市長が，出産被保
険者について同項各号に掲げる事項及び第2項
各号に掲げる書類において明らかにすべき事
項を確認することができるときは，第1項の規
定による届出を省略させることができる。 

18



議案第 ３号

柏市子ども・子育て支援複合施設条例の制定について

柏市子ども・子育て支援複合施設条例を次のとおり制定する。

  令和 ５年１１月２４日提出

柏市長   太 田 和 美

提案理由

 子どもの健やかな育ち及び子育て家庭の子育てを支援するため，

柏市子ども・子育て支援複合施設を設置したいので提案する。  
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柏市条例第   号

柏市子ども・子育て支援複合施設条例

目次

第１章 総則（第１条・第２条）  

第２章 柏駅前送迎保育ステーション（第３条－第１３条）

第３章 遊びの広場（第１４条－第１９条）  

第４章 乳幼児一時預かり施設（第２０条－第３２条）  

第５章 雑則（第３３条）  

附則

第１章  総則

（設置）  

第１条  子どもの健やかな育ち及び子育て家庭の子育てを支援する

ため，柏市子ども・子育て支援複合施設（以下「複合施設」とい

う。）を設置する。  

（位置）  

第２条  複合施設の位置は，柏市柏四丁目９番７号とする。

第２章  柏駅前送迎保育ステーション

（設置）  

第３条  保育の利用に係る家庭の利便性の向上を図るため，複合施

設に柏駅前送迎保育ステーション（以下「送迎ステーション」と

いう。）を設置する。  

（業務）  

第４条  送迎ステーションは，児童福祉法（昭和２２年法律第１６

４号。以下「法」という。）第３９条第１項に規定する保育所，

就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関

する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認

定こども園その他規則で定める施設（次条において「保育所等」

という。）の利用に係る児童の送迎の際の一時的な保育を実施す

る。  

（対象児童）  
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第５条  送迎ステーションの利用の対象となる児童（以下この章に

おいて「対象児童」という。）は，次の各号に掲げる要件を満た

す児童とする。  

(1) 満３歳に達する日以後の最初の３月３１日を経過した者であ

ること。  

(2) 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第１９条

第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する同法第２０条第

４項に規定する教育・保育給付認定子ども又は同法第３０条の

４第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する同法第３０条

の８第１項に規定する施設等利用給付認定子どもであること。  

(3) 市長が別に定める保育所等に入所等をしていること。  

(4) 児童の居住地と当該児童が入所等をしている保育所等の位置

が離れていること等により，保護者（法第６条に規定する保護

者をいう。以下同じ。）による送迎が困難と認められること。  

 （利用者の範囲）  

第６条  送迎ステーションを利用することができる者は，対象児童

の保護者であって，市内に住所を有するものとする。  

 （利用の許可等）  

第７条  送迎ステーションを利用しようとする者は，あらかじめ市

長の許可を受けなければならない。  

２  前項の許可（以下この章において「許可」という。）を受けよ

うとする者は，規則で定めるところにより，市長に申請をしなけ

ればならない。  

３  市長は，許可に際し，送迎ステーションの管理運営上必要な条

件を付することができる。  

４  市長は，次の各号のいずれかに該当するときは，許可をしない

ことができる。  

(1) 対象児童に対し，安全な保育を実施することができないと認

めるとき。  

(2) 第２項の申請をした者（次号及び第４号において「申請者」

という。）が公の秩序又は善良の風俗を乱すおそれがあると認

めるとき。  

(3) 申請者が送迎ステーションを損傷し，又は滅失するおそれが
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あると認めるとき。  

(4) 申請者がこの条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。  

(5) 前各号に掲げるもののほか，送迎ステーションの管理運営上

支障があると認めるとき。  

 （辞退等の届出）  

第 ８ 条  許 可 を 受 け た 者 （ 以 下 こ の 章 に お い て 「 利 用 者 」 と い

う。）は，次の各号のいずれかに該当するときは，規則で定める

ところにより，速やかに，その旨を市長に届け出なければならな

い。  

(1) 利用者に係る対象児童が第５条の規定に該当しなくなったと

き。  

(2) 利用者が第６条の規定に該当しなくなったとき。  

(3) 利用者が送迎ステーションの利用を辞退しようとするとき。  

 （許可の取消し等）  

第９条  市長は，利用者が前条の規定による届出をしたときは，当

該利用者の許可を取り消すものとする。  

２  市長は，次の各号のいずれかに該当するときは，許可を取り消

し，又は利用を制限し，若しくは利用の停止を命じることができ

る。  

 (1) 利用者が前条第１号又は第２号のいずれかに該当する場合で

あって，その旨の届出をしないとき。  

 (2) 利用者が偽りその他不正の手段により許可を受けたとき。  

 (3) 利用者が利用の目的又は条件に違反して利用したとき。  

 (4) 利用者がこの条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。  

 (5) 災害その他の事故により利用者が送迎ステーションの利用が

できなくなったとき。  

 (6) 前各号に掲げるもののほか，市長が特に必要があると認める

とき。  

 （使用料）  

第１０条  利用者は，別表に定める額の使用料（以下この章におい

て「使用料」という。）を納付しなければならない。  

 （使用料の減免）  

第１１条  市長は，規則で定めるところにより，使用料の減額又は
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免除をすることができる。  

２  前項の減額又は免除を受けようとする利用者は，規則で定める

ところにより，市長に申請をしなければならない。ただし，市長

が申請を要しないと認めるときは，この限りでない。  

（使用料の返還）  

第１２条  既に納付した使用料は，返還しない。ただし，市長は，

必要があると認めるときは，当該使用料の全部又は一部の返還を

することができる。  

２  前項ただし書の返還を受けようとする利用者は，規則で定める

ところにより，市長に申請をしなければならない。ただし，市長

が申請を要しないと認めるときは，この限りでない。  

（損害賠償）  

第１３条  送迎ステーションの施設，附帯設備等に損害を与えた者

は，市長が相当と認める損害額を賠償しなければならない。ただ

し，市長は，やむを得ない理由があると認めるときは，その額を

減額し，又は免除することができる。  

第３章  遊びの広場

 （設置）  

第１４条  子どもの主体的な遊びを促進し，及び保護者相互の交流

を支援するため，複合施設に遊びの広場を設置する。

 （利用者の範囲）  

第１５条  遊びの広場を利用することができる者は，満９歳に達す

る日以後の最初の３月３１日までの間にある児童及びその児童と

同伴する保護者その他市長が適当と認める者とする。  

（利用の許可等）  

第１６条  遊びの広場を利用しようとする者は，あらかじめ市長の

許可を受けなければならない。  

２  前項の許可（以下この章において「許可」という。）を受けよ

うとする者は，規則で定めるところにより，市長に申請をしなけ

ればならない。  

３  市長は，許可に際し，遊びの広場の管理運営上必要な条件を付

することができる。

４  市長は，第２項の申請をした者が次の各号のいずれかに該当す
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るとき又は遊びの広場の管理運営上支障があると認めるときは，

許可をしないことができる。  

 (1) 公の秩序又は善良の風俗を乱すおそれがあると認めるとき。  

 (2) 遊びの広場を損傷し，又は滅失するおそれがあると認めると

き。  

 (3) 営利を目的として利用すると認めるとき。  

 (4) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。  

 （許可の取消し等）  

第１７条  市長は，次の各号のいずれかに該当するときは，許可を

取り消し，又は利用を制限し，若しくは利用の停止を命じること

ができる。  

 (1) 許可を受けた者（以下この章において「利用者」という。）

が偽りその他不正の手段により許可を受けたとき。  

 (2) 利用者が利用の目的又は条件に違反して利用したとき。  

 (3) 利用者がこの条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。  

 (4) 災害その他の事故により利用者が遊びの広場の利用ができな

く な っ た と き 又 は 本 市 が 遊 び の 広 場 を 使 用 す る 必 要 が 生 じ た

とき。  

 (5) 前各号に掲げるもののほか，市長が特に必要があると認める

とき。  

 （使用料）  

第１８条  遊びの広場の使用料は，徴収しない。  

 （損害賠償）  

第１９条  第１３条の規定は，遊びの広場について準用する。  

   第４章  乳幼児一時預かり施設  

 （設置）  

第２０条  保護者の子育ての負担を軽減するため，複合施設に乳幼

児一時預かり施設（以下「一時預かり施設」という。）を設置す

る。  

 （業務）  

第２１条  一時預かり施設は，保護者が一時的に家庭での保育が困

難となる場合に，当該保護者の児童を一時的に預かり，保育を実

施する。  
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 （対象児童）  

第２２条  一時預かり施設の利用の対象となる児童（以下この章に

おいて「対象児童」という。）は，次の各号に掲げる要件を満た

す児童とする。  

 (1) 市内に住所を有していること。ただし，市長が特に認める場

合は，この限りでない。  

 (2) 生後６か月から小学校就学の始期に達するまでの者であるこ

と。  

 (3) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する幼

稚 園 ， 法 第 ３ ９ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 保 育 所 ， 就 学 前 の 子 ど も

に 関 す る 教 育 ， 保 育 等 の 総 合 的 な 提 供 の 推 進 に 関 す る 法 律 第

２ 条 第 ６ 項 に 規 定 す る 認 定 こ ど も 園 そ の 他 規 則 で 定 め る 施 設

等 に 入 所 等 を し て い な い こ と 。 た だ し ， 市 長 が 特 に 認 め る 場

合は，この限りでない。  

 （利用者の範囲）  

第２３条  一時預かり施設を利用することができる者は，対象児童

の保護者とする。  

 （登録）  

第２４条  一時預かり施設を利用しようとする者は，あらかじめ市

長の登録を受けなければならない。  

２  前項の登録（以下この章において「登録」という。）を受けよ

うとする者は，規則で定めるところにより，市長に申請をしなけ

ればならない。  

３  市長は，次の各号のいずれかに該当するときは，登録をしない

ことができる。  

 (1) 対象児童に対し，安全な保育を実施することができないと認

めるとき。  

(2) 前 項 の 申 請 を し た 者 （ 次 号 か ら 第 ５ 号 ま で に お い て 「 申 請

者」という。）が偽りその他不正の手段により登録を受けよう

とするとき。  

 (3) 申請者が公の秩序又は善良の風俗を乱すおそれがあると認め

るとき。  

 (4) 申請者が一時預かり施設を損傷し，又は滅失するおそれがあ
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ると認めるとき。  

 (5) 申請者がこの条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。  

(6) 前各号に掲げるもののほか，一時預かり施設の管理運営上支

障があると認めるとき。  

 （辞退等の届出）  

第 ２ ５ 条  登 録 を 受 け た 者 （ 以 下 こ の 章 に お い て 「 登 録 者 」 と い

う。）は，次の各号のいずれかに該当するときは，規則で定める

ところにより，速やかに，その旨を市長に届け出なければならな

い。  

(1) 登録者に係る対象児童が第２２条の規定に該当しなくなった

とき。  

(2) 登録者が第２３条の規定に該当しなくなったとき。  

(3) 登録者が一時預かり施設の利用を辞退しようとするとき。  

(4) 登録を受けた事項に変更が生じたとき。  

 （登録の取消し等）  

第２６条  市長は，登録者が前条第１号から第３号までの規定に該

当する旨の届出をしたときは，当該登録者の登録を取り消すもの

とする。  

２  市長は，次の各号のいずれかに該当するときは，登録を取り消

し，又は登録の効力を停止することができる。  

(1) 登録者が前条第１号，第２号又は第４号のいずれかに該当す

る場合であって，その旨の届出をしないとき。  

(2) 登録者が偽りその他不正の手段により登録を受けたとき。  

(3) 登録者がこの条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。  

(4) 前３号に掲げるもののほか，市長が特に必要があると認める

とき。  

 （利用の許可等）  

第２７条  登録者は，一時預かり施設を利用しようとするときは，

あらかじめ市長の許可を受けなければならない。  

２  前項の許可（以下この章において「許可」という。）を受けよ

うとする登録者は，規則で定めるところにより，市長に申請をし

なければならない。  

３  市長は，許可に際し，一時預かり施設の管理運営上必要な条件
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を付することができる。  

４  市長は，次の各号のいずれかに該当するときは，許可をしない

ことができる。  

(1) 対象児童に対し，安全な保育を実施することができないと認

めるとき。  

(2) 第２項の申請をした登録者がこの条例又はこの条例に基づく

規則に違反したとき。  

(3) 前２号に掲げるもののほか，一時預かり施設の管理運営上支

障があると認めるとき。  

 （許可の取消し等）  

第２８条  市長は，次の各号のいずれかに該当するときは，許可を

取り消し，又は利用を制限し，若しくは利用の停止を命じること

ができる。  

 (1) 許可を受けた者（以下この章において「利用者」という。）

が偽りその他不正の手段により許可を受けたとき。  

 (2) 利用者が利用の目的又は条件に違反して利用したとき。  

 (3) 利用者がこの条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。  

 (4) 災害その他の事故により利用者が一時預かり施設の利用がで

きなくなったとき。  

 (5) 前各号に掲げるもののほか，市長が特に必要があると認める

とき。  

 （使用料）  

第２９条  利用者は，別表に定める額の使用料（以下この章におい

て「使用料」という。）を納付しなければならない。  

 （使用料の減免）  

第３０条  市長は，規則で定めるところにより，使用料の減額又は

免除をすることができる。  

２  前項の減額又は免除を受けようとする利用者は，規則で定める

ところにより，市長に申請をしなければならない。ただし，市長

が申請を要しないと認めるときは，この限りでない。  

 （使用料の返還）  

第３１条  既に納付した使用料は，返還しない。ただし，市長は，

必要があると認めるときは，当該使用料の全部又は一部の返還を
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することができる。  

２  前項ただし書の返還を受けようとする利用者は，規則で定める

ところにより，市長に申請をしなければならない。ただし，市長

が申請を要しないと認めるときは，この限りでない。  

 （損害賠償）  

第３２条  第１３条の規定は，一時預かり施設について準用する。  

   第５章  雑則  

 （委任）  

第３３条  この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は，公布の日から起算して５月を超えない範囲内にお

いて規則で定める日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規

定は，当該各号に定める日から施行する。  

 (1) 附則第３項及び附則第４項の規定  公布の日から起算して４

月を超えない範囲内において，各規定につき規則で定める日  

 (2) 第３章及び第４章並びに次項並びに別表（一時預かり施設に

係 る 部 分 に 限 る 。 ） の 規 定  公 布 の 日 か ら 起 算 し て ６ 月 を 超

えない範囲内において規則で定める日  

 （経過措置）  

２  前項第２号に掲げる規定の施行の日（以下「第２号施行日」と

いう。）の前日において，本市が実施する乳幼児の一時預かり事

業で市長が別に定めるものの利用について現に登録を受けている

者は，第２号施行日において，第２４条第１項の規定による登録

を受けた者とみなす。  

 （準備行為）  

３  第７条の規定による申請及び許可並びにこれらに関し必要な手

続その他の行為は，この条例の施行の日前においても，同条の規

定の例により行うことができる。  

４  第２４条の規定による申請及び登録，第２７条の規定による申

請及び許可並びにこれらに関し必要な手続その他の行為は，第２

号施行日前においても，第２４条及び第２７条の規定の例により
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行うことができる。

別表（第１０条，第２９条）

施設  使用料  

送迎ステーション 児童１人につき月額１，０００円（午後６時か

ら午後７時までの間に利用をしたときは，当該

利用１回当たり１００円を加算した額）  

一時預かり施設 児童１人につき１時間当たり５００円  

備考 利用時間に１時間未満の端数が生じた場合は，当該端数を１時間と

みなす。 
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